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第８回都市農業の振興に関する検討会 

 

 日時：平成24年７月３日（火）10：00～12：05 

場所：農林水産省 第３特別会議室 

 

午前１０時００分 開会 

○田中都市農村交流課長 若干早いようでございますけれども、皆さんお揃いでございま

すので、ただいまから第８回都市農業の振興に関する検討会を開催させていただきます。 

 委員の皆様方におかれましては、ご多用にも関わらずご出席いただきましてありがとう

ございます。 

 本日の委員の出席状況でございますけれども、二村委員につきましては所用によりご欠

席とのご連絡をいただいております。二村委員が所属されます名古屋農協から寺西様にご

出席いただいております。ありがとうございます。その他の委員におかれましてはご出席

いただいております。本日、ご出席いただいた委員のご紹介につきましてはお手元に配付

しております座席表でご紹介は省略させていただきます。 

 また、役所側の出席者につきましては、農林水産省側は省略させていただきますが、今

回も国土交通省都市計画課及び公園緑地・景観課からご出席いただいております。ありが

とうございます。 

 それでは、本日の検討会の開会に当たりまして、農村振興局長より一言ご挨拶を申し上

げます。 

 

○實重農村振興局長 今回は第８回でございます。昨年10月以来、精力的にご議論をいた

だきまして、また本日ご参集いただきまして、本当にありがとうございます。 

 今、７月になりました。前回、前々回とご意見を論点整理させていただいて議論を深め

ていただきました。委員の皆様方のご意見は入れたつもりでございます。今日は、これを

またご覧いただきまして、さらに整理するべきところ、議論を深めるべきところがありま

したらご意見をちょうだいしたいと思います。 

 その上で、この都市農業に関する施策の検討はまだまだ続くわけでありますけれども、

８月末には各省の概算要求もございますので、ここまで深めてきていただいたご議論を１

回整理させていただき、中間取りまとめといった形で整理させていただければありがたい

と考えております。 

 今日、論点整理を議論いただいた上で、事務局の方でそれを中間取りまとめの形にまと

めさせていただければと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 
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○田中都市農村交流課長 お手元の資料の確認ですけれども、配付させていただいており

ます資料として、議事次第、座席表、開催要領、委員名簿の他に前回までの検討会で委員

の皆様方からのご意見を整理したものをお配りしております。 

 それから、前回と同様、席上には資料をファイルにまとめておりますので、よろしくお

願いいたします。 

 それでは、早速ではございますけれども、議事に移りたいと思いますので、以下の議事

進行につきましては後藤座長にお願いいたします。 

 

○後藤座長 おはようございます。早速、議事に入らせていただきたいと思います。本日

ですけれども、前回に引き続いてこれまでの検討会で各委員からいただいたご意見、ご提

案について取りまとめに向けた議論を続けたいと思っております。事務局には前回の検討

会における皆様からのご意見を踏まえ、これまでの検討会でのご議論を整理した資料を準

備してもらっていますので、まず説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○沖都市農業室長 それでは、お手元の資料、「これまでの検討会（第１回～第７回）に

おける主な御意見」をご覧いただけますでしょうか。 

 １ページ捲っていただきますと目次がございます。本日の資料ではこれまで７回の議論

を大きく３つの要素に分けまして整理をしてございます。大きな１つ目は、都市農業・都

市農地に関わる施策の推移及び環境の変化に関するものでございます。１番として、都市

農業・都市農地に関わる施策の推移。それを受け、第２といたしまして都市農業・都市農

地を取り巻く環境の変化、それらについて整理してございます。 

 続きまして、大きな２といたしまして、今後の都市農業政策の基本的な考え方に関する

ご意見を整理いたしました。１．国民的理解の醸成の必要性。２．都市住民との関わりを

深化させる必要性。３．宅地と農地の共生するまちづくりの必要性。この３点で整理をい

たしております。 

 また、大きな３といたしまして、これら３つの基本的な考え方に対応して、講ずべき施

策と検討すべき課題についてご意見を整理してございます。１といたしまして、国民的理

解の醸成のための施策。２といたしまして、都市住民との関わりの深化を図るための施策。

３といたしまして宅地と農地が共生するまちづくりの具体化のための施策、これらについ

ていただいたご意見をそれぞれ整理してございます。 

 それでは、以下、これまでの議論の整理をご紹介いたします。 

 １ページでございます。「Ⅰ．都市農業・都市農地に関わる施策の推移及び環境の変化」。

１といたしまして、都市農業・都市農地に関わる施策の推移、これについて要約をしてご
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ざいます。 

 高度経済成長期の我が国では、都市への急激な人口流入と産業集中が進行し、大量の宅

地需要が発生。都市においては、無秩序な市街地の拡大を防止しながら、宅地開発需要に

対応することが求められることとなった。 

 都市農業・都市農地に関わる現行の制度体系は、このような時代背景の下で整備された

もの。 

 現行制度の根幹をなす都市計画法は、昭和43年に制定。同法においては、郊外での無秩

序な開発を抑制するため、都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分する線引き

制度を導入。市街化調整区域では開発を抑制する一方で、市街化区域は、おおむね10年以

内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域と位置づけ。優先的・計画的な市街化に向

け、農業政策上も事前届出による農地の自由な転用を認め、農業施策は開発が具体化する

までの当面の営農継続に必要なものに限定。 

 一方、優良農地を主体とした農業地域を保全・形成し、農地の無秩序なかい廃を抑制す

るため、翌昭和44年には農業振興地域の整備に関する法律が設定。同法に基づく農用地区

域は、市街化区域を除いて設定され、厳しい転用規制の下、農業振興施策を計画的・集中

的に実施することとされた。 

 ２ページです。その後、昭和49年には生産緑地法が制定。市街化区域内農地のうち、良

好な生活環境の確保に相当の効用を持ち、かつ、公共施設等の予定地として適しているも

のについて、計画的な保全のための仕組みが整備。ただし、地方自治体ごとに独自の課税

減額措置等が講じられたことから、生産緑地地区の指定は進まず。 

 昭和60年代に入り、三大都市圏を中心として地価が高騰。市街化区域内の農地に対して

は、宅地化の促進と税負担の公平の確保が強く求められたところ。 

 これに対応するため、三大都市圏の特定市においては、平成３年以降、宅地化を進める

農地と保全すべき農地を区分し、それぞれの性格を踏まえた施策を実施。 

 宅地化を進めようとする農地については、固定資産税の宅地並課税、相続税の納税猶予

制度の不適用といった措置により転用を促進。 

 一方、農地保全に関しては、平成３年に生産緑地法を改正し、生産緑地地区の面積要件

の引き下げ、買取申出が可能となるまでの期間の延長等を措置。このような措置を講じた

上で、保全しようとする農地を生産緑地地区に指定し、都市計画上の位置づけを明確化。

固定資産税の農地評価、相続税納税猶予制度の適用、農業施策の拡充等により農業目的で

の土地利用を支援。 

 このような施策により、市街化区域内農地は、平成５年から平成22年までの間で40％程

度が転用。一方、生産緑地については、同期間において６％程度の減少にとどまり、おお

むね保全をされている。このような概略でございます。 
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 続きまして、このような歴史の転換についてのこれまでのご議論を整理いたしました。

２番です。都市農業・都市農地を取り巻く環境の変化。 

 我が国の経済社会は、人口の減少、高齢化の進行、産業構造の転換等、大きな変化を迎

えているところ。 

 このような中、都市住民の意識も多様化が進み、各種の調査においても、都市の中で食

料生産を継続し、農地を保全することを望む声が多数。 

 また、東日本大震災を経て国民の防災への意識も高まり、農地の防災機能に対する期待

も上昇。 

 一方で、大都市圏の人口については、平成22年をピークに減少に向かうとの予測。都市

の空き家も増加。都市における開発・建築需要は、全体としては低減に向かう方向。 

 そのような中にあって、部分的にはなお残存する開発・建築需要に応え、また、相続等

への対応もあり、市街化区域内農地は年々減少。 

 このように都市農業・都市農地を取り巻く環境が変化し、新たな課題も登場する中、急

速な都市化対応に追われてきた制度体系の在り方や運営の方向性を転換することが急務。 

 一方、国土交通省の都市計画制度小委員会（社会資本整備審議会）においては、都市計

画制度の総点検の議論が進められているところ。その一環として、都市農業政策との連携

や都市農地の都市計画上の在り方についても検討。 

 このような状況の下、農政サイドにおいても、基本的な考え方や講ずべき施策の整理が

必要。 

 以上のような議論を経まして、以下基本的な考え方、講ずべき施策、それぞれについて

これまでの議論を整理してございます。 

 まず、５ページ以下は「今後の都市農業政策の基本的な考え方」についての整理でござ

います。大きく３点で整理をいたしました。 

 「１．国民的理解の醸成の必要性」。人口の減少、高齢化等、我が国の経済社会が大き

な変化を迎えている中で、都市農業・都市農地が果たす多様な機能はますます重要である。

ここで、都市農業・都市農地が果たすべき機能について、本検討会での議論を簡単に整理

いたしておりますので、そこをご紹介いたします。都市農業・都市農地が果たすべき機能

について、大きく①、②、③の３点に区分をしてございます。 

 そのうちの「① 食料の生産活動が行われることにより発揮される機能」です。この機

能は大きく２点ございまして、１点が都市住民に対する新鮮で安心な食料の供給でござい

ます。消費地の中で生産された安全な農産物が、地元の消費者等に対し、直売などを通じ

て新鮮なうちに供給される機能がございます。 

 もう１点が身近な農業体験・交流活動の場の提供という機能でございます。日常生活の

中で、都市住民が余暇、教育、福祉等の多様な目的で農作業に関わることができ、これを
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通じてコミュニティや新たな雇用の場が形成される等の機能がございます。 

 大きな②の機能は農作物が植え付けられ、建物が建たないことにより発揮される機能で

ございます。これも、大きく３点として整理できまして、１点目が防災空間の確保という

機能でございます。建築物の密集する都市における貴重な空き地として、震災の際、火災

の延焼が防止され、避難場所・仮設住宅建設用地として利用される機能や、大雨の際に雨

水を保水する機能でございます。なお、建物が建たないことによる効果ではございません

が、農業生産活動が行われていることに伴い、そこで使われているビニールハウスや井戸

が災害時に活用できるということなどの機能もございます。 

 それから２点目が良好な景観の形成という機能でございます。市街地の中の貴重な緑地

空間、水辺空間として都市住民が生活に安らぎや潤いを感じることができる機能でござい

ます。 

 ３つ目が国土・環境の保全という機能でございまして、都市の緑を形成する主要要素の

一つとしてヒートアイランド現象の緩和ですとか地下水の涵養、生物の保護、それらの役

割を果たすという機能でございます。 

 大きな③は以上のような機能が身近に実感できることから発揮される機能でございまし

て、農業への理解の醸成という機能でございます。身近に存在する都市農業やそこで生産

された食料を通じて、都市住民の農業への理解を醸成するという機能でございます。これ

らさまざまな機能について、経済社会の変化の中、ますます重要なものになってきている

ということでございます。 

 続きまして７ページをお願いします。一方で都市農業の振興や都市農地の保全というこ

とに対する考え方は地方自治体毎に違いが大きく、目指すべき方向について共通認識が得

られていない状況にございます。また、制度上の位置付けを反映いたしまして、十分な活

用が図られてこなかったこともあり、都市住民が農業・農地の多様な機能を実感する機会

は少なく、「共益費」を負担してでもこれを維持していこうという気運にまでは至ってい

ない、そういう状況にございます。 

 都市農業や都市農地に関する従来の考え方が広く浸透している中で、新たな方向に施策

を進めていくためには、国民に対し今後の政策の推進方向を明確に示すことが必要。この

ような観点から、都市農業の振興に関する基本的な法律や条例等の制定を目指すべき。そ

の前提といたしまして、国民の支持が必須でございます。最優先の課題として国民的理解

の醸成に取り組む必要。 

 それから２点目の基本的な考え方でございます。「都市住民との関わりを深化させる必

要性」についてです。高齢化、暮らしに関する意識の多様化等が進む中で、都市住民が身

近に「農」を求める動きが拡大。都市農業を都市農家の生業としての農業問題としてのみ

位置付けるのではなく、都市の人々の暮らしに関わる問題、都市の在り方の問題としても
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位置付けることが必要。このような位置付けの下、農業・農地と都市住民の関わりが深ま

っていくよう施策を展開していくべき。このことは先に申しました国民的理解の醸成にも

寄与。 

 住民との関わりが深まっていく過程では、金銭面、労働面等での負担も発生。すべての

負担を農家側に求めたのでは持続的な活動は困難。住民の側も相応の負担をしつつ主体的

に議論に参加する等、受け身の受益者にとどまらない役割を果たすべき。 

 ３点目といたしまして、「宅地と農地の共生するまちづくりの必要性」という考え方で

す。都市人口が減少に向かい空き家も増加している中で、一部残存する開発・建築需要に

応え、また相続等への対応もあり市街化区域内の農地は年々減少。 

 農地は一度転用されれば再び農地に戻すために建築物の除去、土壌の改良、水路の復旧

等多大な費用が必要。 

 我が国全体としては、開発圧力は低減に向かっており、都市農地を必然性のある「あっ

て当たり前」の存在としてとらえ、良好な都市づくりに活かしていくことが重要。制度構

築に早急に取り組み、市街地の中で宅地と農地が共生する日本独自のまちづくりを進める

べき。 

 国土交通省の都市計画制度小委員会（社会資本整備審議会）においては、都市計画制度

の総点検の議論が進められているところ。農業政策としても並行して議論し、都市計画サ

イドの検討に積極的に関与していくべき。 

 以上基本的な考え方についての整理でございます。これを受けまして、それぞれの考え

方について、どのような施策を講じていくべきか、どのような検討を行うべきか、いただ

いたご意見を整理してみました。 

 「Ⅲ．講ずべき施策と検討課題」。そのうちまず「１．国民的理解の醸成のための施策」

でございます。基本的な考え方といたしまして、都市の中で食料が生産され、農地が保全

されることで多様な機能が発揮。その意義について、国民的な理解を得ていくためには、

国民がその価値を実感でき必要性を納得できるような施策を展開する必要。 

 このためには都市住民が消費や体験を通じ都市農業・都市農地に実際に関わることが有

効。以下の２に述べますとおり、都市農業・都市農地の多様な機能を体験できる具体的な

取組を促進すべき。また、都市農地が都市の緑を補完するものとしてどのように役立って

いるのか、抽象的・総論的にではなく、経済的評価、なくなった場合のシミュレーション、

管理費用の比較等を用いて、分かりやすく説得力のある形で伝えることが必要。 

 続きまして、「２．都市住民との関わりの深化を図るための施策」という観点からの、

これまでのご議論の整理です。「基本的な考え方」。身近に「農」を求める都市住民の声

の高まりに応え、都市に残る農業・農地が住民に対し開かれたものとなり、両者の関わり

が深まっていくこととなるような施策を講ずることが必要。このことは国民的理解の醸成
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にも貢献。 

 これを受けまして「（２）各都市における方針の明確化の必要性」についてです。都市

農業は関東・首都圏では畑作が中心、関西や中京圏では水田が中心と圏域ごとに状況が異

なる。また、同一圏域にあっても、都市によって農地の賦存量、住宅の密集度、公園・緑

地の整備状況等は異なる。このため個々の地方自治体は各都市において農業・農地の果た

している機能やその受益者を個別に把握した上で、当該自治体としての農業・農地の位置

づけやその活用方針を明らかにすることが必要。 

 その際には、住民や農業者に加え福祉、都市計画等の多様な分野に関わる主体が議論と

実践に参加していくことが重要。近年課題解決のため、多様な主体が協働して取り組む「円

卓会議」の取組が各所で見られるが、このような方法も参考となる。なお「円卓会議」に

関しまして、本日矢野委員から参考資料をいただきましたので後ほどコピーを皆様に配付

させていただきます。ご参照願います。 

 次のページをお願いいたします。「（３）一定の方針に即した施策の実施」。地方自治

体においては定められた方針に即し計画的に施策を進めていくこととなるよう、機能ごと

に数値目標を定め１つひとつの施策に裏付けを与えることが必要。その達成状況をグラフ

化して示すことで、施策の意義について住民等の理解を得ていくことも有効。 

 また、地方自治体においては施策の具体化に当たり、「特別の取組が必要かどうか」「受

益者が特定できるかどうか」を整理し、農業者、住民、行政等でどのように役割や費用を

分担するかを明確にすべき。 

 国においても、地方自治体等の取組に対する支援策を具体化すべき。 

 その際、個々の判断による地方自治体ごとの対応と国全体での対応のいずれが適当か、

補助金による支援と税制による支援のどちらが相応しいか、といった点について整理が必

要。 

 （４）といたしまして、具体的な施策について皆様からいただいたご意見を整理してお

ります。まず、①といたしまして、地元産の新鮮な食料の供給体制の充実に関わるような

ものでございます。関係機関が一体となった支援の必要性。都市農家の後継者不足は地元

産の新鮮な食料の供給の減少や、都市農地の縮小に直結。都市における食料生産は、地域

によって業としては成り立たなくなってきている実態。自治体、農協等が一体となって振

興施策を講ずるべき。 

 都市の特長を踏まえた支援の必要性。後継者がやりがい、生きがいをもって農業ができ

るよう、農業体験農園や施設園芸といった都市農業の特徴を踏まえた営農類型等に対する

支援を進めるべき。また、経営面積が小規模である等の都市農家の実態に即した支援策を

講ずるべき。 

 コーディネート機能の整備に関するもの。以下の②③に掲げる施策も含め、新たな取組
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の実現を支援し、住民・行政と農業者との間をコーディネートできるような仕組みを整備

すべき。 

 続きまして、多様な農地利用の推進に関するものです。農業体験の機会の充実です。農

業に関わることを希望する市民の増加を受け、市民農園、農業体験農園、観光農園などの

取組を振興すべき。また、農業体験への需要は、個人を対象とするものだけではなく、Ｎ

ＰＯ、サークルなどの団体、福利厚生を目的とする企業等多様であり、各種の需要に対応

していくことが必要である。 

 続きまして非農家を対象とした農業指導に関する意見でございます。都市住民が、農業

体験農園や地方自治体の農業講座などを通じて農業技術を身につける機会を準備すべき。

その上で、技術を習得した都市住民が農地の管理や利用に関わっていける仕組みも考える

べき。 

 福祉・教育などの目的での農地利用の推進でございます。福祉や教育などを目的とした

多様な農地の利用について、関係部局間の連携が十分でないなど、現場ではさまざまな課

題がある。行政機関は国、都道府県、市町村の各段階において部局間の連携を強化すると

ともに支援策を充実させるべき。 

 続きまして、③防災その他の広域機能の発揮に関するご意見でございます。防災協力農

地の充実について。東日本大震災を経て、農地の防災機能への期待が高まっているところ。

防災協力農地について、個々の農地の位置、面積等を踏まえ地域の防災計画に具体的に位

置付けるとともに、協定内容をできるだけ具体的なものとする、防災機能を兼ね備える施

設の整備を進める等、内容の高度化を進めていくべき。その際、行政、住民、農業者等の

関係者が十分に話し合い、納得した上で取り組むような手順が重要。 

 続きまして、水路の管理に関するものです。水田の防災機能を維持するために、水路の

管理、雑排水対策等が必須。農家以外の住民が大多数を占める都市の特色を踏まえ、多様

な主体が関わる管理手法を考えるべき。 

 最後に協力体制の構築に関するものでございます。都市農地は、防災、景観形成、国土・

環境保全等の公益的な機能を発揮。一方で、農業側だけの負担による機能維持には限界。

住民、自治体等との協力体制を構築し、消費者や都市住民が主体的に関わっていく仕組み

を設けることが必要。また、農家への支援策も必要。 

 続きまして15ページでございます。最後に宅地と農地が共生するまちづくりの具体化の

ための施策について、これまでのご議論を整理してございます。基本的な考え方といたし

まして、都市人口が減少に向かっているにも関わらず、農地の転用は継続。相続等に伴う

転用や一部残存する開発需要を適切に制御し、宅地と農地が共生する日本独自のまちづく

りを進めるべき。 

 国土交通省の都市計画制度小委員会においては、都市計画制度の総点検の議論が進めら
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れているところ。農業政策としても並行して議論し、都市計画サイドの検討に積極的に関

与していく必要。 

 まずは（２）といたしまして、相続等に伴う転用に関して整理いたしております。①は

現状についての認識です。 

 都市農業は、消費者地の中での生産という利点はあるものの、農地面積等の制約が大き

く、農業のみで家計を支える収入を上げることは容易ではない。このような状況の下、多

くの都市農家は、収入面では不動産賃貸業に大きく依存しつつ、労働時間を農業に振り向

けることで農業経営を維持。これにより、新鮮な食料の供給、防災空間の確保等の多様な

機能の発揮に貢献。 

 このような構造から、都市農家は、自宅、屋敷林、農地、農業用施設用地等に加え、賃

貸業のための不動産も所有していることが一般的。これらの資産のうち農地については相

続税納税猶予制度により、相続税納付のための農地の切り売りを防ぐことが可能。 

 一方で、賃貸不動産の敷地、自宅の敷地、隣接する屋敷林・農業用施設用地等について

は、小規模宅地等の評価減の特例が適用される範囲を除けば特別の措置はなく、これらの

土地に係る相続税が農地売却の圧力となっているところ。 

 また、税制に関しては、農業用施設用地については、相続税納税猶予制度が適用されな

いため、作業効率を犠牲にして施設をコンパクトに作らざるを得ない。三大都市圏特定市

における生産緑地を除く市街化区域内農地について、宅地並課税により農業継続が困難と

なる等の指摘もあるところ。 

 これを受けました検討の方向についてです。このような相続等に伴う農地売却を減らし

ていくためには税制上の対応が求められる。しかしながら、現行の土地利用制度のまま、

相続税納税猶予制度の対象を拡大し、農業用施設用地、自宅の敷地、屋敷林等を加えると

いう対応案では税負担の公平性の観点から国民の理解を得ることは難しいとの意見もある

ところ。税制上の対応を講ずる前提として、土地利用規制に関しどのような措置を設ける

かの検討が必要。 

 このことに関し、農地に加え、農業用施設用地や屋敷林も対象とした「緑農地制度」を

創設すべきであるとの意見もあるところ。 

 今後、都市農家の相続や資産管理に対する意向、各地での都市農地の保全活動の実績な

どについて把握を進め、土地利用規制の中でどのように位置づけていくか、都市計画制度

の総点検の議論とも連携しつつ検討を深めていくことが必要。 

 検討に際しては、税に関する議論は国民の賛否が分かれがちであり、国民の納得を得る

ための努力が重要であることに留意が必要。 

 どのような公共的な価値を守るために、どの範囲で特別の取扱いが必要なのか、土地利

用の規制水準との関連で、農業者と一般勤労者、中小企業者等との間の税の公平をどう確
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保するか、農地を都市的な用途で利用したい立場との調整をどのように行うのか等の論点

について共通認識の形成が必要。 

 併せて、都市住民が十分な知識に基づいて検討に参加できるよう、議論の背景となる税

制等の仕組みや相続の実態を分かりやすく知らせるべき。 

 続きまして、（３）といたしまして、賃貸借の促進に関するご意見を整理してございま

す。 

 市街化区域内農地について、意欲的な経営体が経営規模を拡大し、また、多様な市民が

農地を利用できるよう、賃貸借の促進が必要。このことは、後継者不足の中での農地保全

にも資するもの。 

 賃貸借が進まない要因の１つとしては、農地に係る相続税納税猶予制度が挙げられてい

るところ。この制度は、相続人が自ら相続した農地で引き続き農業経営を行う場合の特別

の措置として認められたもの。したがいまして適用農地を賃貸すれば、猶予されていた相

続税と利子税の納付が求められることから、賃貸借が抑制。 

 この制度に関しては、農地の適切な利用を促進するという観点から、平成21年の農地法

改正に合わせ、市街化区域以外の農地を対象に、農地集積に資する政策的な貸付けについ

て猶予の継続が認められたところ。市街化区域内農地についても同様の取扱いが可能とな

るよう検討すべき。 

 検討に当たっては、市街化区域において農地集積に資する政策的な貸付けを推進するこ

との妥当性、市民農園等が猶予継続の対象とならないことの適否等について整理が必要。 

 また、農地の賃貸借に関しては、農地改革の経験等もあり、所有者の側に、貸したら返

ってこないとの意識が強固。都市においては、相続時の売却の可能性も念頭に、速やかに

対応できるよう資産として手元に置いておきたいとの意識も存在。 

 これらを踏まえ、土地所有者の意向を把握し、農地の貸し手が十分に存在するのかどう

かを見極める必要。その上で、都市農地の賃貸借を促進するため、法定更新の対象となら

ない借地権を認める、行政・農協等を介した賃貸借の仕組みを設ける等、制度面での検討

が必要。 

 最後に（４）といたしまして、土地利用制度の検討に関するご意見をまとめて整理して

ございます。①現行制度の活用と改善に向けた検討。 

 農地等の適正な保全を通じて、良好な都市環境の形成を進めるため、生産緑地法に基づ

き生産緑地地区が指定。 

 生産緑地地区内においては、農業目的以外での開発は規制される一方、区域内の農地、

農業用施設用地等について固定資産税や相続税の負担軽減が図られているところ。 

 都市の緑の保全に関しては、市民緑地制度、特別緑地保全地区制度などがあり、市民へ

の公開や開発の抑制等を求める一方、税制上の負担経験のための措置が講じられていると
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ころ。 

 宅地と農地が共生するまちづくりを推進していく上では、これらの既存制度の活用も重

要。これらの制度については、必ずしも農地所有者や農業関係者が熟知しているわけでは

なく、広報等の取組が必要。 

 また、これらの現行制度に関しては、生産緑地地区の下限面積要件（500㎡以上）の撤廃・

緩和、生産緑地制度の対象を農地、農業用施設用地及び屋敷林とし、これらについて「緑

農地」と位置づけた上で、農業振興地域内の農用地区域に準じた施策を講じ、また、これ

らの全体を相続税納税猶予制度の対象に追加等、具体的な改善に関する意見も提起されて

いるところ。 

 農業サイドとしても、現行制度について要望の把握や改善策の検討を進め、国土交通省

の都市計画制度小委員会における都市計画制度の総点検の議論に積極的に関与していくべ

き。 

 最後19ページでございます。さらなる検討に向けた意見です。 

 さらに、宅地と農地が共生するまちづくりに関しては、委員から、以下のようなさまざ

まな意見が提起されている。 

 オープンスペースや緑地としての農地は、都市サイドから見た場合、重要性の高いもの

と、そこまでではないものとがある。都市サイドにおいて農地の重要性の程度を区分し、

重要と考える農地については農業者が交代したとしても維持できる仕組みを検討する必要。

また、そこまでではないが一定の機能を果たしている農地についても、契約により一定期

間の営農を担保する等の仕組みを検討する必要。 

 公有地を増やすことが良好なまちづくりにつながる。農地のうち、都市の側からみて重

要と考える公益性の高いものについては、都市計画で特定する仕組みを設け、これらにつ

いて相続税の物納が行いやすくなるよう措置するとともに、物納され、または生産緑地と

して買取申出があった場合には、行政が優先的に買取を行うような保全策を設けてはどう

か。この場合、物納農地の買取価格についての配慮や地方財政の強化措置も検討する必要。 

 老朽化した住宅の撤去と組み合わせ、宅地を農地に転換する手法を導入してはどうか。 

 土地利用に関する制度は多様な国民の利害に密接な関連があり、多数の国民に大きな影

響を与える。制度改正のためには相当の議論が必要であり、農政サイドとしても、都市計

画制度の総点検の議論との連携を念頭に、さまざまな分野からの意見をもとに、丁寧に議

論を深めていくことが必要。以上でございます。 

 

○後藤座長 どうもありがとうございました。今までいただいたご意見を大きく３つの柱

に分け、さらにそれぞれを２つなり３つに分けて整理してあります。これから全体につい

て議論し、補足すべきこと等々ご意見をいただきたいと思います。議論は大きいⅠ番目に
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ついては、１つを塊として議論いただいて、あとのⅡ、Ⅲについては小項目ごとに分けて

ご意見をいただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 なお、中井委員におかれましては途中ご退席されると伺っておりますので、委員の皆様

ご承知おきいただきたいと思います。 

 それでは、まず大きなⅠの都市農業・都市農地に関わる施策の推移及び環境の変化とい

うところについてご意見をいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

○小林委員 よくまとめていただいて大変感謝をしております。１番の中で重要なことが

抜けているような気がするので、是非１項目を加えていただきたいのですが。Ⅰの１を見

ていただきますと、３ページになろうかと思うのですが、３ページの一番頭は、「このよ

うな施策により、市街化区域内農地はうんぬん」と書いてあります。これは平成５年から

この22年間まで何も施策なり、何も変わったことがやられてなかったから、恐らくこうい

うふうに書かざるを得なかったのだと思うのです。そこで是非入れていただきたいのは、

平成22年３月の食料・農業・農村基本計画の閣議決定ですね。これを是非入れていただき

たいと思っています。 

 というのは、この閣議決定をしていただくに当たって、我々には大変大きなこれまでの

歴史的背景なり経緯があります。というのは、平成５年から二十数年にわたる間、社会経

済情勢は大変激変していく中で都市農業に対する施策は何も手が打たれなかった。こんな

ことで我々は非常に危機感を感じて、この間政府・与党に対していろいろな提案をし、お

願いをしてきたのですが、どういうわけか行政においても政治においても閉塞感の中で何

も取り上げていただけなかったし、何も具体的に進まなかった経緯があります。 

 そこで政権交代という１つのインパクトがあって、それで我々は変わった与党に対して

従来と同じ主張を述べてきて、それで与党において都市農業推進議員連盟を組織していた

だいて、そして、そこの議員連盟の力を借りながら平成22年３月の食料・農業・農村基本

計画の中に都市農業の振興、それから制度の見直しという項目を入れていただいたわけで

す。したがって、この検討会もその１つの流れといいますか、その上にあるということで

ないと辻褄が合わないような気がするし、この検討会の大きな後ろ楯になっているのが平

成22年３月のこの閣議決定であるという形をきちっとしていただくと大変ありがたいと思

います。以上でございます。 

 

○後藤座長 今の点について何かございますか。よろしいですか。 

 ほかに。お願いいたします。 

 

○𡌛島委員 まず、１ページ目の一番下の○の「農業振興地域の整備に関する法律が制定
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され、同法に基づく農用地区域は、市街化区域を除いて設定され」とありますが、これは

農振区域ではないんですか。どちらなの。 

 

○沖都市農業室長 全体が……、農振地域もそうです。農振地域であり、その中にある農

用地区域もどちらも。 

 

○𡌛島委員 だから大きく言えば農振ですね。農用地ではなくて。 

 

○沖都市農業室長 そうです。そもそも全体がですね。農業振興地域が市街区域を含まな

いようにと、法律はそうなっています。 

 

○𡌛島委員 じゃあ、そこを変更願いたい。 

 ３ページ目、これも一番下の○に「一方、大都市圏の人口については、平成22年をピー

クに減少に向かうとの予測。都市の空き家も増加」とありますけれども、これ以前に三大

都市圏の宅地の空き地は今22,000haとなり、生産緑地面積15,000haを大きく上回っている

ということを入れていただきたい。その上で都市の空き家も増加していると。 

 次、４ページ目、ここでもう一度確認をお願いしたいことは、前回、實重局長がこの検

討会は市街化区域内農地の位置づけ及び考え方を直す検討会であるということをおっしゃ

られました。そのことをもう一度確認をお願いしたい。だから、ここは、市街化区域内農

地の位置づけ及び考え方を直す検討会であって、できないことを並べる検討会ではないと

いう、その確認をお願いしたい。 

 そして、４ページ目の最後の○に「このような状況の下、農政サイドにおいても、基本

的な考え方や講ずべき施策の整理が必要」とあります。ここで「このような状況の下、農

政サイドにおいても食料・農業・農村基本計画における食料自給率の向上、それを踏まえ

た農地面積の確保、都市及びその周辺地域における農業の振興、新鮮で安全な農産物の都

市住民ヘの供給、身近な農業体験の場、災害に備えたオープンスペース、心安らぐ緑地空

間の提供といった機能や効果が十分発揮できるよう、関連する制度の見直しの検討という

閣議決定を忠実に実行することが必要」というように直していただきたいと思います。以

上でございます。 

 

○後藤座長 よろしいですか。ほかに何かございますか。 

 お願いします。 

 

○加藤（篤）委員 ２ページのところですが、２ページの３番目の○というか、そのページ
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全体に関して言えることですが、私は昭和60年から農業をしてきたわけですが、それから

の歴史の流れというか時間の経過がこれほどきれいにまとめられたことに対して納得でき

るようなものでもない。できるものならば２番目の○の上に地価の高騰、暴落に翻弄され

てきた都市農業とか、そのぐらいのものすごい事態とその流れだったと思うんですよ。結

局、地価高騰と下落に振り回されてきて、その挙げ句に施策がなかなか追いついてこなか

ったので、都市農業はボロボロになってしまったみたいな感覚を持っているので、できれ

ばそういう事実を記載していただきたい。 

 そして、この３番目のところでは、特に一番最後の行、「農業施策の拡充等により農業

目的での土地利用を支援」とあります。支援をしたが、終身営農や累積する利子税の問題

等、農業者にとって非常に厳しい制度になったみたいな、そういう事実も盛り込んでいた

だけたらなと思います。以上です。 

 

○後藤座長 ほかにございますか。 

 

○加藤（義）委員 非常によくまとめていただいて感謝申し上げます。３ページですが、一

番上です。生産緑地については同期間において６％程度の減少にとどまり、おおむね保全。

我々農家にとっては生産緑地法と相続税の猶予制度。この２つの柱があってどうにかここ

まできたのですが、この生産緑地法、平成34年にはいったん切れるわけですけれども、こ

の辺早い時期に生産緑地法の議論に入ってほしいということも１つ付け加えていただきた

いなと思います。 

 

○後藤座長 ほかにございますか。 

 

○榊田委員 非常に緻密に慎重な表現でまとめていただいたなと読ませていただいたので

すが、１つ付け加えていただきたいのは、やはり４ページで、今までの流れをずっと俯瞰

して書いていただいていると思うのですが、「このような状況の下」の前に、既に地方自

治体の中には都市農地をまちづくりの中に積極的に位置づける事例も登場しているという

現状も少し入れていただけるとうれしいなと思っています。 

 というのは、全体を読ませていただいて感じているのは、確かに今まで出た意見をみん

なうまく組み合わせて入れ込んでいただいているのですが、全体を読んだ印象としては、

見直しが必要なんだけど、まだ時期尚早と。要するに国民の理解がそこまで広まっていな

いとか、地域によって違いが大きく共通認識が得られないということで、まず国民的理解

の醸成が最優先であるというところがどうしても読むと中心になっているという印象を受

けるのです。 
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 それは確かにそうなんですが、それだと今までと全然変わりがなくて。そこだけ見てい

くと身動きがとれなくなるのではないか。何も話が先に進まないのではないかと私も感じ

ていて、逆に都市農地、都市農業を積極的にまちづくりに位置づけて進めている地方自治

体の動きを支援していくというか、先にそちらに進み始めたところを農政としてはどうい

う形で支援していくかというような、手上げ方式ではないですが、そういう視点で見てい

ただけるとうれしいなと。全体を見ていくと農家の方も資産としての意識が非常に強かっ

たりというところもあるし、自治体でも都市農地の維持に消極的な自治体もいっぱいある

し、言い過ぎかもしれませんが、立場はさまざまだと思うので、積極的に位置づけている

農業者、あるいは自治体からをどういう形で支援しながら、その動きを広げていくかとい

うスタンスに立てないものかなと強く思った次第です。要望としては最初のところでは４

ページに自治体の中でのそういう動きが出てきているというのを１個入れていただきたい

ということです。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 

○𡌛島委員 今、榊田委員から出たのが、私が先ほどできないことを並べる検討会ではな

いと申し上げたことそのものです。 

 

○後藤座長 いいですか。 

 

○加藤（義）委員 この資料は主なご意見ということになっていますけれども、これは先ほ

ど局長さんが中間的な整理として取りまとめて、その時点でいったん提言として出すとい

うことなのでしょうか。それともこの検討会がまた継続をして中間的ということは、もっ

ともっとこの内容を詰めていくということなのでしょうか。 

 

○實重農村振興局長 そういうことと思っています。国土交通省でも小委員会において議

論を進めておられます。並行して、この検討会でやっていただいているわけでございます。

それから、もう１つは予算要求の時期が８月末というようなことになっています。そうい

う意味で、今まで８回もやっていただいておりまして、一定の整理があるわけですので、

こういうものを中間取りまとめのような形で一度整理させていただく。それを国土交通省

さんの議論にもインプットさせていただきたい。ただ、今いろいろご指摘ございますよう

に、それですべて終わるわけではございませんので、引き続きご議論をいただいてはどう

かと思っております。 

 関連して、今いろいろご意見がありましたので、２点だけ言わせていただきたいと思い
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ます。まず理解の醸成についてですが、これについてはいろいろな施策をやっていきたい

と思っています。理解の醸成がまだだから、なかなか動きができないということではなく

て、逆にこれだけ委員の皆様にご議論していただきましたので、それを踏まえてやるべき

ことをどんどんやっていく。例えばここでの皆様方のご意見にありますが、国民全体がど

ういう具合にお考えになっているみたいなことをアンケートのような格好でとっていく。

それをまたここでご議論いただくというプロセスも必要かと思います。 

 また、実際に都市農業の理解を深めるためのＰＲ、こういった活動も必要だと思います。

それから、今ご指摘のように自治体がいろいろ取り組んでおられますから、それに対する

支援といったようなことも必要だと思っております。 

 それから、𡌛島委員からお話の市街化区域内農地の位置づけ、考え方を直す検討会であ

るということについては、そういったワーディングについて、言葉について取り込んでい

きたいと思いますが、次のようにお考えいただきたいと思います。この検討会は名称にも

ありますように都市農業の振興に関する検討をしているということでございます。都市農

業の振興にはいろいろな側面がありますけれども、その中で土地利用は委員の皆さん方の

関心の強いところではありますけれども、土地利用に関しては市街化区域内農地を今まで

の位置付けと変えていく状況が出てきている。そういう中でどのように位置付けていくべ

きかをご議論いただいているということだと思っています。そういったお考えをまた国交

省のご検討にも私どもとしてインプットしていくということが必要だろうと思っていると

ころでございます。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。どうぞ、お願いします。 

 

○野岸委員 よくまとめていただいていると思いますけれども、この中で昭和43年に都市

計画法が制定されて、その後、昭和44年に農業振興地域ということで調整区域の中では農

業施策を計画的、集中して実施するのが農振区域、農用地域となっていますが、そこにあ

てはまらない市街化調整区域の農地、そちらの方が今現在では虫食い状態になっており、

開発が抑制されている一方で、それにかからないような農地転用がなされてきたというも

のが多々あると思いますので、その辺のくだりも入れていただければと思いますので、よ

ろしくお願いします。 

 

○後藤座長 大きいⅠについて他にございますか。今の段階でこれ以上のことはまだ書け

ないのかもしれないのですが、４ページの例えば国交省で議論されていることの中で都市

農地の都市計画上の在り方について検討されている。基本的な大きな理念についてはいろ

いろご説明していただいて理解したと思うのですが、それを踏まえた上で今後の都市計画
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上の在り方について、もう少し具体的に書けるのであれば、書いていただくと分かりやす

くなると思うのが１点です。 

 それから、農業サイドの施策を市街化区域の上で進めていくときの基本的な考え方とい

うことについてですが、今回の中で単に農業振興だけではなくて、多面的な機能の推進と

いうことも施策の中で取り込んで進めていこうということは出ていると思います。 

 これは確認ですが、生産緑地については、基本的に長期にわたる土地改良を除いて農水

省が行っている施策は全て実施可能であると理解していいのでしょうか。もしそうでなけ

れば生産緑地については全ての農業施策が実施できるようにすべきであるという指摘が必

要だと思いますので。 

 それから、農水省の施策は今までは集団を対象とし、個人を対象には実施されてこなか

ったと思います。しかし市街化区域内農業については、個別の農家を対象にして施策を展

開していかなければいけない部分もあります。市街化区域内農業を対象にしたとき、これ

までの農業施策の在り方について再検討しなければいけないということがあれば、それを

３番目の丸の中でもう少し具体的に書いていただけるとよいと思います。理解が違ってい

るところがあるかもしれませんが、４ページ目の②と③について、そういうことを少しで

きたらお願いしたいと思います。 

 Ⅰについてはよろしいですか。では、Ⅱに進ませていただきます。今後の都市農業政策

の基本的な考え方ということですが、これについてはまず１と、それから２と３は併せて

ご意見をいただきたいと思います。まず１の国民的理解の醸成の必要性というところにつ

いてご意見がありましたらお願いいたします。 

 

○中井委員 Ⅱの１のところで若干意見を述べさせていただきます。６ページの②のとこ

ろに、「農作物が植え付けられ、建物が立たないことにより発揮される機能」とあります。

「農作物が植え付けられ」は、多分意味としては適切に管理されているという意味だと思

います。実は管理されていない空き地は、先ほど𡌛島委員が言われたようにたくさんあり

ます。だから、管理されているオープンスペースがあるということが都市の中では非常に

大事で、管理されていないオープンスペースはある一定の機能はひょっとすると持つかも

しれませんが、やはり管理されていることの重要性をもう少し強調されて、むしろ農作物

みたいな食料の生産は①の方に入れられたらいいのではないかと思いました。 

 それから、７ページの最初の方の○で、これは半ば質問も兼ねているのですが、右側に

ある資料として出されております「市街化区域内農地の活用・保全等に関する実態把握調

査」、結果を興味深く拝見しました。私はこの調査を存じ上げていないので、詳しいこと

が分かれば後ほどでも教えていただきたいのですが、少なくとも私が知っている自治体は

ほとんどができるだけ保全だというのが一般的です。にも関わらず、ここでできるだけ宅
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地化というのがある一定割合出てくる。さらに言うと大都市圏の中でも中部圏は相当変わ

っているなと。この表を一見しただけだと中部圏の自治体は正直言って何を考えておられ

るのかとかなりの疑問を感じざるを得ないのです。 

 もともと市街化区域内農地はできるだけ保全の農地とできるだけ宅地化の農地に分けら

れているのにこういう聞き方をする調査の意図もよく分からないのですけれども、この調

査の結果で左のように地方自治体ごとに違いが大きく、目指す方向について共通認識が得

られていないということを書いていいのかどうかかなり疑問に思いました。 

 それと、もう１つこの表からは、地方圏でできるだけ保全というのはあまりなくて、や

はり宅地化だとの意向が多く出されています。実は大都市圏では私は保全というのが一般

的な共通認識になってきていると思いますが、それ以外の場所では必ずしもそうではない

というのは理解ができます。そのときにここに国民的醸成と書いてあって、確かに大都市

の中、あるいは大都市圏の中ではこの検討会で議論されているようなことはかなり共有さ

れているような気がするのですが、国民的といったときに、それでは大都市圏以外のとこ

ろについてもここで議論されているようなことの理解を得るためにはどうすればいいのか。

かなり大きな問題なのではないかと思いました。たとえば国民の大多数は数から言うと実

は都市部に住んでおり、都市的な生活を送っているというようなことをどこかで触れてお

くことも１つの方法かと感じました。 

 ということで、中部圏の数字については説明していただきたいということです。これは

宿題ということでもかまいません。以上です。 

 

○後藤座長 よろしいですか。お願いします。 

 

○沖都市農業室長 調査につきましては、国土交通省で昨年12月に行われたものでして、

対象が全国642の市区町ということです。三大都市圏の特定市のほか、人口25万人以上の市、

県庁所在地、それから地方拠点都市地域内が対象で、それぞれの自治体にアンケート票を

送られたということでございます。その結果、実際にこういう数字が上がっているという

ことであります。 

 

○加藤（義）委員 この違いというのは生産緑地法が施行されたときに、自治体による説明

のニュアンスが違って、生産緑地に乗った地域と乗らなかった地域があると思います。そ

れで、やはりこの前のページに、３ページですか、東京都民の農地を残したいということ

で、非常に大きな数字になるんですけれども、やはり国として都市の中のデザインを明確

に示していけば、地方行政もそれに沿っていろいろな施策を打っていくのではないかとそ

んなふうに考えております。 
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○後藤座長 ほかにいかがでしょうか。 

 

○矢野委員 ６ページの②に関してですが、今回の検討が国土交通省の検討とリンクさせ

ていくというところでは、②の部分がまさにその部分に近い部分に当たるかなと思います

ので、今、３点ほど機能が取り上げられていますが、国土交通省の方でいわゆる都市計画

上の在り方としてどういうふうに機能を整理されているのか、そこに共通項があれば積極

的に取り込んでいって、ここはもう共有部分だとしていった方がいいんじゃないかと思い

ますので、国土交通省の議論の中で既に②に関する部分がまだここに明記されてないこと

があれば取り込みをした方がいいのではないかなと思います。 

 

○後藤座長 ほかにどうでしょうか。 

 

○寺西参考人 先程の中部圏の数値、地方自治体における市街化区域内農地の活用保全意

向資料の内容ですが、私どもなごや農協は中部圏に属するのですが、首都圏や近畿圏とど

うしてこんなに違うのかと疑問に思っています。 

 中部圏では地価公示価格が全国的に低い下落傾向にあるとか、リニアや第二東名などの

大型プロジェクトも動き出しています。これらは交通の要点として、中部圏の地方都市が

かなり宅地化に進んでいるのは事実です。したがって、そのような意向、都市交通の問題

から農地保全よりも宅地化優先することがこの表の中に反映されているのではないかと感

じています。 

 市街化区域内の住民との関わりと考えると、国民が考えている理解の熟成と乖離してい

るのが中京圏の地域にはあるのではないか、名古屋市とも都市農業のあり方について協議

していますが、今の段階ではできるだけ保全する体制ではない意向を保全するような意向

になるよう理解を求めたいと考えています。中京圏全体の意図はよくわからないのですが、

詳細な資料を見せていただければありがたいと思います。 

 

○後藤座長 ほかにどうでしょうか。 

 

○安藤委員 今、議論になりました７ページの表ですが、「できるだけ農地を保全する」

と「できるだけ宅地化を推進する」を合計しても50％を超えるところが、中部圏を除けば、

ないのですが、残りはそれ以外の選択肢を選んでいると考えればよいのでしょうか。その

場合、その選択肢は何なのかが非常に気になります。もしかすると市町村合併の影響で、

大きくなった地方自治体は、一方で農地として守るところも抱えながら、他方で宅地化を
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進めなければならないという状況にあって、判断に困ったところもかなりあるのではない

かということも考えられますが、いかがでしょうか。 

 また、地方圏では、自治体によっては農地は農振地域にしっかりと囲い込まれて、都市

と農村の境が比較的はっきりしていて、農村部から流入して増えてくる人口を積極的に市

街化区域に誘導していく、そのために市街化区域内の宅地化を促進するということを考え

ているようなところもあるので、こういう回答になったかもしれないと思いました。今ま

での議論にありましたように、この数字を根拠にここで書かれているような結論を導き出

すのは少しハードルが高く、データの検討が必要だと感じています。 

 

○沖都市農業室長 今の件なんですけれども、首都圏の３割、中部圏の３割、近畿圏も３

割程度、それから地方圏は４割強が特別な対策は考えていないという回答です。特に意見

がないという方が実は一番多いです。 

 

○小林委員 この表が出てくると非常に混乱すると思うんですけれども、これはよく見る

と、都市計画担当部署の行政の人たちに聞いたんでしょう。それと市民の意向とは全然乖

離しているんだから、この辺の取扱いはちょっと考えてもらった方がいいと思います。 

 どこの行政の自治体の都市計画部署の人たちは農地を保全するのに非常に意欲がないと

いうふうに思わざるを得ない結果の表なので、ちょっと考えていただきたいと思います。 

 

○𡌛島委員 ７ページの下の○で、たびたび局長の話を出すけれども、この間、食料・農

業・農村基本法、基本計画がもとにあって、前回都市農業に関しては、法律を一本起こす

必要はないというように話が出たはずなのに、またここでなぜ出てきているのか。基本は、

食料・農業・農村基本計画が国としての基本であって、都市農業に関して一本法律ができ

れば中山間地はどうなるのか。いろいろな問題が出るから、基本線は食料・農業・農村基

本計画、これでいいと前回なったはずだと思うんですけどね。なぜここで、２番目の○で

都市農業の振興に関する基本的な法律や条例等の制定が出てきたのか、少し聞きたい。 

 

○後藤座長 前回、この点に関する記述が入ってないということについて議論があって、

まとめなのだから基本的に出た意見については、きちんと整理して入れるという話によっ

て、今回は書き込まれたという流れですので、私はよろしいのではないかと思いますけれ

ども。 

 

○實重農村振興局長 先ほど小林委員からもありましたけれども、やはり基本計画を策定

するに当たって、皆様方もご尽力をなさって、その基本計画の中にきちんと位置づけてあ
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る。今後もさらにそれを基本計画の見直しの時期には農林水産行政の農政の憲法みたいな

ものですから、そこを重視していくという点については、確かにここで記述が落ちている

かと思います。それについては今、座長がおっしゃったまとめと合わせまして、記述させ

ていただければと思います。 

 

○榊田委員 ７ページの表の話にちょっとまた戻ってしまうんですが、この表に違和感を

持つとおっしゃる委員の方が多いというのでちょっと、左側の７ページの一番上の○の部

分の文章、この表と一番目の○の文章がかっちりリンクしていて、実はいかにも時期尚早

というイメージを一番、ダメージのごとく私に与えてくれたのがこの１文なんですけれど

も、そうするとここで地方自治体ごとに違いが大きく、目指すべき方向について共通認識

は得られていないという表現のままでいいのかどうか。ここは実は大枠では共通認識があ

るのではないかというふうに考えた方がいいのか。ここをどっちの書き方をするか、とて

も大事な気がするので、ちょっと皆さんのご意見を伺いたいと思うんですけれども。 

 

○沖都市農業室長 ここの部分、このように書きましたけれども、私は都市農業室長とい

うことで、都市農業の振興という立場で各自治体を回って、いろいろなお話を聞いている

んですが、がっかりして帰ってくることが多いです。決して皆さん好意的なわけではなく

て、生産緑地の追加指定が必要ではないですかというお話をしたら、いらないとおっしゃ

る方も相当いらっしゃいます。農業経営基盤強化法の基本構想を作らないとおっしゃる自

治体もあります。本当に市街化区域内農地が希少な地域においてはできるだけ保全という

強い意向がありますけれども、少し郊外に行けば農地があって、しかもそこが耕作放棄を

されているようなところにあっては、正直、市街化区域の話ではないでしょう、と言われ

ることが多いです。したがって、私の実感は、このとおりなんですけれども。 

 

○𡌛島委員 今の話を聞くと室長個人の意見のようだな。室長個人の意見ならばこの７ペ

ージ自身を削除したらどうか。 

 

○後藤座長 どうですか。この表についてさらに追加の情報はありますか。 

 

○国土交通省 土地・建設産業局の資料なので、都市局では把握してないです。先ほど沖

室長もおっしゃいました中部圏ではないのですけれども、地方圏でも生産緑地地区の指定

というのはできるのに実際に指定してないところも結構あるわけです。そういうところは、

やはり市街化区域内農地を積極的に保全しようという行政ニーズがないという一つのあら

われでもあるのかなと思っています。ですから、この感じというのはあながちそんなにず
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れてはないのではないか。特に都市計画行政の担当者の立場からすると、こういう回答と

いうのはあり得るような感じは持っています。 

 

○後藤座長 ７ページに書かれていることは自治体、それも都市計画担当部署の意向です

が、やはりまず記述すべきは住民の意向ではないかと、今皆さんのご意見を聞いていて思

いましたので、検討していただいて、ここのところについては基本的には書き直すという

ことになると思いますけれども、よろしくお願いしたいと思います。 

 

○矢野委員 先ほどの７ページのところ、表のことで議論になって、加藤（義）委員から

国としての都市デザイン自体が明確に打ち出されていないことで、その地方自治体の動き

方がさまざまになっているという意見がありましたけれども、この大きい２番の今後の都

市政策の基本的な考え方の前提として、全体的な押し出しがちょっと弱いと思うんですが、

そもそもの今後の農業政策の基本となる今後の都市農業の在り方とか、それから都市計画

デザインも合わせてですけれども、その辺を前提としてまず書かなくていいんだろうかと

いうのがあります。でないとちょっと各論論議ばかりになってしまって、大前提とすべき

ところ、もちろん地域によって事情は違うわけですから、その辺は柔軟性が必要ですけれ

ども、改めてこの検討会として、これからの国としての都市農業、それから都市デザイン

というものを打ち出した上で、その上で各論という形に本来は持っていった方が、共通論

議になるかなと思います。いかがでしょうか。 

 

○後藤座長 どうでしょうか、ほかに。 

 

○沼尾委員 今の矢野委員の意見に全く同感です。恐らく自治体の都市計画担当部局の方

たちにとって、農地を多面的な目的のために活用していくというところの絵が描けないと

すると、そういう選択肢自体が全く頭に思い浮かばないだろうと。そこのところは一つ選

択肢としてあり得るという絵をどういうふうに描けるか。そこを一つ示していくことがと

ても大切だと思いました。そういう意味で言うと、先ほどの榊田委員のお話で、農地の利

用をまちづくりのなかでうまく位置付けているような、先駆的な自治体の事例も多数ある

ということでしたので、そういったところも示しつつ、都市計画を考えていく上での選択

肢になるということをうまく示せればいいだろうと思ったところです。 

 もう１点、この７ページの下の○ですけれども、これはちょっと書き方としてよいのか

なと思いつつも、私の方で気になったのは、「政策の推進方法を明確に示す。国民の支持

が必須。」というのは、確かにそのとおりなんですけれども、一部分だけで先走っている

ような、そういう印象を受けました。この施策を進めていくにあたって、国民の理解と共
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感というところをもう少し表現として入れられないかなと。もちろん、国民の支持は大事

なんですけれども、その支持を得るためにはやはりもう少し状況に対する理解と共感とい

うところがまずあるべきで、この報告書、これの中身もそういったところをもう少し具体

的に書いていくようなことで肉厚にできればいいのではないかと思ったところです。 

 

○後藤座長 時間の関係もあるので、先を急いで申し訳ないんですけれども、それでは、

続けて２と３、８ページについてご意見をお願いしたいと思います。 

 

○沼尾委員 ８ページの上から３つ目の○のところで、住民の側も相応の負担をするとい

う書きぶりになっているんですけれども、これを読んだときにどのような負担をイメージ

すればいいのかとちょっと分かりにくいという印象を持ちました。 

 金銭面、労働面での負担という言い方になっているんですけれども、これは恐らくコス

トの問題なんだと思うんですけれども、それは確かにある意味負担ではあるんですが、住

民の側がコストなり対価を払うということで言っているのか。何か負担というときに精神

的な負担感を持ってしまうのかなというところで、ちょっとここの表現だけ書きぶりを工

夫した方が誤解を生まないのかなというふうに思いました。 

 

○後藤座長 ほかにございますか、２と３。 

 

○𡌛島委員 ８ページの一番下の○、これは非常にいいなと思います。これを国土交通省

と農林水産省の共管で進めていくという、そのように進められれば非常にいいかなと思っ

ております。 

 

○寺西参考人 Ⅱ-2都市住民との関わりを深化させる必要性の中に、「都市農業、都市農家

の生業としての農業問題としてのみ位置付けるのではなく」とありますが、都市農家の生

業としての農業問題が農業者の主たる事業であり、都市部では農業者以外の住民が多い中

で議論がされていると思います。 

本来であれば、生産者の生産意欲をどのように上げるのかが根本であり、都市農業でも

生産性の向上の施策もひとつの議論だと考えています。地域住民にどのような理解を求め

るのかといえば、税負担も含めて市街化区域内農地の生産意欲の向上に向けどのように考

えるのかが、都市と農業が共生するための必要条件として両面で考えたいと思っています。 

 

○後藤座長 そうですね。のみ、ではなくて、だけではなく、ぐらいの意味だということ

ですかね。 



 

24 

 

○安藤委員 言葉の問題ですが、８ページの３の一番上の○のところで、「都市人口が減

少に向かい、相続等への対応もあり」とありますが、確かに相続で農地が分割、転用され

て消えていくということもあるとは思いますが、一番大きい問題は相続税支払いのための

売却、転用なので、ここは「相続等」ではなく「相続税」と明記した方がよいように私は

思いました。 

 

○後藤座長 ほかにいかがでしょうか。 

 それでは、Ⅲに進んでよろしいですか。９ページです。最初に９ページだけですけれど

も、国民的理解の醸成のための施策。この部分について、何かご意見がございましたらお

願いしたいと思います。 

 

○矢野委員 ちょっとタイトルにとらわれてしまうんですけれども、国民的理解をしなく

てはいけないことは、果たしている役割だけではなくて課題もあると思うんです。それが

大きい３番のところに、いわゆるまちづくりのところで相続税問題とか、そういったもの

が出てくると思うんですけれども、その辺を切り離していていいのか。このタイトルのま

までいけば当然課題というか問題となってくるところをしっかりと国民は理解していかな

ければいけない、としてどう対応していったらいいかということにつながるので、３のと

ころにそのまま集約させるのか、１というタイトルをそのままにするのであれば、課題や

問題点も書く必要があるのではないかと思います。以上です。 

 

○後藤座長 ほかにございますか。 

 また、時間があれば戻りますので、ないようでしたら、２に移りたいと思います。２は、

都市住民との関わりの深化を図るための施策ということで、10ページから14ページまでに

ついてご意見をいただきたいと思います。 

 

○矢野委員 12ページの一番上の○ですけれども、ここのところに具体的に支援策とかが

書かれている部分と最後の経営面積が小規模である等の都市農家の実態に即した支援策、

これはどういうことなのかよく分からないんですね。だから、もう少し具体的に、右側に

大阪府の取組が書かれてはいますけれども、どういう具体的な支援策を講ずるべきと考え

ているのか。そこまでちょっと踏み込んだ方がいいのではないかと思います。 

 

○後藤座長 ほかにございますか。 
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○榊田委員 10ページの（２）の３つ目の一番下の○ですが、「その際には、住民や農業

者に加え、福祉、都市計画等の多様な分野に関わる主体」となっているんですが、福祉だ

けではなくて、是非ここに教育も入れていただきたいなと思います。 

 それから、ここで「円卓会議」の取組が各所で見られるが、このような方法も参考とな

るという俯瞰した書き方になっていて、この後ろの方で支援の話も出てくるんですけれど

も、そのような取組も積極的に推進していくとか、もうちょっと踏み込んだ表現をしてい

ただけないものかなと、これは要望ですが。 

 

○後藤座長 何かこれについて矢野委員の方から、説明があればお願いいたします。 

 

○矢野委員 カラー刷りの地域円卓会議の進めというのがありまして、これはそもそも国

が設置したというわけではないんですが、鳩山首相のときからスタートしています。社会

的責任に関する円卓会議ということで、最近も総会が開かれたんですが、具体的なことと

して、やはり地域の多様な課題に地域のさまざまなステークホルダー、関係者が対話と協

働で解決していきましょうというのが基本的な考え方です。 

 ２ページ以降に、さまざまな問題があるけれども、どうしたらいいかということで、ま

さに円卓を囲むようにさまざまな人たちが関わり合ってということで、この都市農業に関

してもまさに今まで農業者と消費者、行政がいればいいということではなくて、都市とか

行政とかさまざま抱えている人たちがまさに地域の課題として解決していくということが

出ています。６ページのところに、実は茨城で2011年に地域円卓会議、これは主にリード

したのはＮＰＯなんですが、ここのところで下の方に、これは被災地のことが書かれてい

ますが、この2011のところでは、６ページ、７ページのところに、新聞記事が小さく取り

上げられていますけれども、まさに農業、茨城の農業の問題についてさまざま関係者が参

加して、少し方向性を見出したというのがあります。これはホームページもありますので、

また詳しくはそちらを見ていただければと思いますけれども、農業に関しては茨城だけが

今のところ展開ですが、あらゆる課題に対してとにかくさまざまな人が関わり合って、解

決していくという手法ですので、これは是非地域のいろいろな課題をまさに地域の主人公

が関わっていくということで、非常に参考になると思いますので、ご紹介させていただき

ました。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。ほかにはございますか。 

 

○沼尾委員 11ページの２つ目の○ですけれども、施策の具体化に当たって、「受益者が

特定できるかどうか」を整理して、ということで、受益者負担の考え方をうたっているん
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ですけれども、これは個別の施策に関して、特定の受益者負担の考え方でやれるものと幅

広く地域の農地が保全されることで得る受益というのはどこまで個人に帰着するかと。な

かなか計れない部分もあります。そこで最近は例えば自治体で超過課税を森林の保全に充

てるというときに、受益者負担という考え方ではなくて、例えば応益的共同負担という概

念が出てきています。つまりある種のみんなで受ける応益性に着目して、それをみんなで

共同負担しようという考え方です。応益的共同負担という考え方に馴染むものもあると思

うので、受益が特定できるものについて役割や費用分担を考えるという整理とともに、そ

ういった地域で農地を守るということから得られる受益に着目しつつ、みんなで共同負担

をするという考え方があると思うので、そこは両方挙げておく方がいいのかなと思いまし

た。 

 

○後藤座長 ここは多分私の発言が、このようにまとめられたのだと思いますが、言いた

かったのは、受益者が特定でき、またその発揮のためには農業者の特別の取り組みが必要

な多面的機能については、例えば体験農園や紹介されているフランスの教育ファームの取

り組みのように経営の一部とすることが可能だろうと思います。したがってそのような多

面的機能は農業者が経営の一部分にしていく努力も必要ですし、政策的支援もそのような

方向を念頭に考える必要があると思います。しかし、公益的な多面的機能、また特別の取

り組みがなくても作り出される多面的機能もありますので、それらの性格にしたがって施

策の在り方を考える必要があるということを言いたかったのです。これらのことも念頭に、

委員の発言と合わせて整理していただけたらと思います。 

 ほかにございますか。よろしいですか。それでは、最後ですけれども、３の宅地と農地

が共生するまちづくり具体化のための施策。ここについて、お願いしたいと思います。 

 

○加藤（篤）委員 15ページの一番上の○ですけれども、もうちょっと踏み込んで書いた方

がいいかなと思いまして、２行目の適切に制御し、の後に、生活環境の保全と安全な生鮮

食料の確保が図られる宅地と農地が共生する日本独自のまちづくりを進めるべきと、そん

な感じに書いた方がいいのではないかと思いました。 

 

○後藤座長 ほかにはいかがでしょうか。 

 

○小林委員 16ページの「緑農地制度」の創設ですけれども、これは都市の良好な環境と

それから都市農業の振興に欠かせない我々重要な柱であるという中で意見を述べておりま

すので、この書き方をもう少し考えてほしいと思うんですが、これをずっと読んでいきま

すと、検討を深めていくことが必要だとか、共通認識の形成が必要ということを書かれて
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いて、やっても見通しが悪いように見えてしまうんですね。 

 要するに、「緑農地制度」の創設ということは、その○の中に例えば、土地利用規制の

中でこの制度について積極的かつ速やかにその検討をしていく必要があるというようなこ

とであればいいと思うんです。そして、その下の○は、これはもう今の現状をずっと言っ

ていることであって、我々はこういうことを言われながら、みんな先伸ばしされてきたと

いうのが現状ですので、その次の○のこのくだりは僕は必要ないように思うんですが。是

非この点についても検討をお願いしたいと思います。 

 

○後藤座長 今のことに関係しますが、18ページのところに、「『緑農地』と位置付けた

上で、農業振興地域内の農用地区域に準じた･･･」とありますね、16ページに書いてある「緑

農地制度」の提案の具体的な内容は18ページに書いてあることだと理解してよろしいです

か。 

 

○小林委員 18ページですか。 

 

○後藤座長 もしそうであるとすれば、二重に書かれていると思ったので、どうなんです

か。 

 

○𡌛島委員 18ページでいいと思います。 

 

○後藤座長 18ページの内容で。 

 

○𡌛島委員 16で、創設すべきとの意見もあるところ、これ、小林さんがおっしゃったよ

うに、非常にいいんですけれども、この後の２つの○は、先ほど言ったように、要らない

のではないかと。16ページは、おっしゃっているように、これはまたできない理由を並べ

ているだけだと思うので、「緑農地制度」はこの18ページの分でいいと思います。 

 それとついでにお願いしたいんですが、17ページ、２つ目の○の中ほど、平成21年の農

地法改正に合わせ、市街化区域以外の農地を対象に農地集積に資する政策的な貸し付けに

ついて猶予の継続が認められたところ、この次に入れていただきたいのが、市街化区域内

農地は都市計画制度の見直しの中で検討とされていますので、是非国土交通省の方で、早

急に進めていただき、市街化区域以外と同様の取扱いとなるよう検討すべき。そして、同

様の扱いとなると、下の２つの○が要らなくなります。それは同様の扱いの中で、既に検

討されているので、これを今さらやる必要はないと思いますので、下の２つの○は要らな

いと思います。 
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○後藤座長 下の２つというのは16ページの２つのことですか。 

 

○𡌛島委員 17ページです。16ページは先ほどできない理由を述べただけだということで、

17ページは市街化区域以外の扱いと同様になれば、これはもう市街化区域以外で既にこの

ような問題が検討されていますので、今さら必要ないということです。 

 

○後藤座長 今の点についてどうでしょうか。「緑農地制度」を創設すべきときには、そ

こに含まれる屋敷林だとか農業用の施設用地については税の問題、同時に規制の問題など

をどう考えるのかということについて、検討すべき課題であるとこれまでの検討会の中で

も議論されていたと思うんです。16ページのところはそのような議論を念頭にまとめられ

ていると思いますが、それらの指摘は別立てで書かなくても、緑農地制度の提案のところ

で触れれば良いということでしょうか。 

 

○沖都市農業室長 ちょっとよく趣旨が飲み込めないところがあったんですけれども。制

度について検討を深めるということは、つまりここに書いてあるような、世の中にそれを

提起したときに言われるであろうことについてどう考えるかを整理することですので、整

理されるべき点として、これはやはりちゃんと記述した方がいいのではないかと思うんで

すが。 

 

○後藤座長 私も記述すべきと思いますが、それを大きな○として２つ書くのはやらない

理由を書いているように見えるので、別立てではなく緑農地制度の提案の中に入れて書け

ばいいというご意見かと理解したんです。内容は変わらないと思いますので、別立てにし

て書くか、２つ目の緑農地制度の中に入れて書くかということの違いだと理解したんです

けれども、どうでしょうか。そのような書き方なら納得されるということならそういう書

き方もあるのかなと思ったんですけれども。 

 

○實重農村振興局長 これは委員の皆様に伺ってみたいことなんですけれども、確かにこ

れは「緑農地制度」のところが２カ所書いてありますので、これはこれとして整理できな

いかと。それに伴う問題点も２カ所書いてありますので、整理できないかということはち

ょっと文章の工夫が必要かと思います。その上で、小林委員、𡌛島委員のご意見をストレ

ートに理解しますと、16ページの下の２つの○とか、17ページの下の２つの○は削除とい

うご意見だと思うんですけど、端的に言うと、ここに書いてありますのは、今までの検討

会で委員の皆様方からいろいろ提起された事柄を書いております。したがって、単純に削
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除するのはいかがなものかなと思うわけであります。両委員は重々ご承知だと思うんです

けれども、国民の方々にどうして今まで、どういう問題があったのか、それからどういう

議論をしていかなければならないのか、ということを知っていただくためには、乗り越え

ていかなければならない課題、問題点、こういうものを書いておく必要があるのではない

か。実際、委員の皆様方から提起された事柄を書いているということでございます。これ

は何も「緑農地制度」に関連して書かなくてもいいのかもしれません。別の整理かもしれ

ません。 

 それから、座長がおっしゃるように、「緑農地制度」の中で書くというやり方もあろう

かと思うんですけれども、いずれにしても何らかの形で、なぜ税制が今まで難しいのか、

どこが今後の課題なのか、その点については表現しておく必要があるのではないかと思い

ます。ほかの委員の方々のご意見も伺ってみたいと思います。それから、表現、まとめ方

が不十分なところはよく検討させていただきたいと思います。 

 

○後藤座長 どうでしょうか。こういう意見は当然出ていますので、私はこれを単純に削

除しろというふうに言ったわけじゃないんです。上の緑農地制度に係わって検討すべきこ

とが下で具体的に書かれているというふうに理解したものですから、中に埋め込んで書け

ばいいのかなと思ったんですけれども、どうでしょうか。こういう議論は当然あったし、

今後、議論していかなければいけない論点であるということも事実なので、その辺につい

てどのような整理すればよいか委員の皆さんのご意見はどうでしょうか。 

 

○𡌛島委員 今、局長がおっしゃったように、「緑農地制度」を書いて、その下にこの２

つを書くと「緑農地制度」ができない理由を書いたようにとれる。やるんなら別の方向で。

先ほど申し上げたように、ここでは市街化区域内の農地の在り方を検討するのであって、

税の方から入るのではないというふうに決まっていたと思うんです。少しこの書く位置、

書く場所を考えるべきではないかなと。 

 

○後藤座長 矢野さん、お願いします。 

 

○矢野委員 書き方としては、１つのフレーズがあまり長すぎて、入れ込むというのはか

えって不明確になりますので、やはりまず課題をきちんと出した上で、それを検討するに

当たってはという書き方の方を支持します。今、𡌛島委員が言われましたけれども、16ペ

ージの一番下、この２行は私は重要なことだととらえていますが、ここの位置がいいのか

どうか。緑農地に続くものということではなくて、全体を通してまさに重要な部分ですの

で、その位置は再検討していただきたいなと思っております。17ページに関しては、２つ
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目の○の中に全部組み込むのではなくて、やはり検討に当たってはというような、さらに

課題というか、問題点を明記しているので、そういう書きぶりをそのまま踏襲した方がい

いと思います。 

 

○小林委員 今のこの問題ですけれども、我々が言っているのは、農業というのはやはり

農業用施設、屋敷林というのが大変重要な位置を占めているわけなんです。これが今まで

の経過の中で税の問題、税の平等性とかそういうような問題で前進しなかったわけです。

それを今度新たにこういった問題を解決できるような制度として、緑農地制度というのも

検討するに値するとか、そういうふうな形できちんと整理してもらって、それで18ページ

につなげてもらえれば僕はいいと思います。 

 

○後藤座長 今のところ、当然検討してもらいますけれども、「緑農地制度」というのは

一つの提案です。それが検討会の場で提案されたということは事実ですし、ここにも書か

れています。その提案の基礎にある問題意識は委員の多くが共有していると思います。都

市農業においては自宅地も作業場等一定の農業的な意味を持っている、あるいは屋敷林と

いうようなものも景観的に重要であるから一体的に保全していくべき価値を持ったもので

あるということは議論されてきて、多くの委員の共有する認識だと思うんです。それを「緑

農地制度」という形で提案されているということも理解されていると思います。ただ、そ

のような問題意識を具体化していくには、さきほどから議論になっているように、作業場

等に位置づけられた自宅地の規制をどう考えたらいいのかとか、あるいはどのくらいの面

積がそれに当たるのかとか、あるいは税負担の公平をどう考えたらいいのかなどの点は今

後検討していかなくてはいけない大きな課題であるということも意見が出されていて、こ

の点も共通の認識になっていると思うんです。そういうことをきちんと伝わるように書け

ばいいということなんではないですか。 

  

○小林委員 屋敷林、こういった先祖代々のものを引き継いでいくために相続の時点で大

切な農地が切り売りされているという、これは非常に大きな問題になっておりますので、

そういう意味からしてもこの「緑農地制度」というのは、新たに検討してもらうに値する

んだということなんです。そういうことも含めた中で考えていかなければいけない。 

 

○後藤座長 今、言ったような基本的な考え方に立って、書くということでいいというふ

うに思いますけれども。 

 

○𡌛島委員 緑農地地区を市街化区域外農地とすべて同じようにしていく、農業振興地域
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内の農用地地区に準じた扱いにすれば、施設用地は農地扱い。だから、その宅地のとらえ

方ですよね。自宅の宅地を宅地と言っているのか、施設用地、農業用施設用地、市街化区

域の中では農業用施設用地を宅地と申しておりますけれども、農振農用地の扱いにすれば

いいということです。だから、「緑農地地区」を農振農用地に準じた扱いにすればすべて

解決できると考えています。 

 

○後藤座長 これまでの、いろいろな資料でのご説明では、緑農地の中には自宅地の一部

分も農作業用地や倉庫等の施設用地として当然含まれるという理解で議論されていたんだ

と思いますけれども。 

 

○𡌛島委員 それはね、自宅地の一部というのがもともとは農作業用の部分が入っておる

んですよ。 

 

○後藤座長 わかります。 

 

○𡌛島委員 その部分は分ければいいだけの話であって。 

 

○後藤座長 いや、分けるかどうかは別で。 

 

○𡌛島委員 面積がどうこうの問題じゃなくて、何に利用されているのか。どういう目的

でそれができているのか。その部分を分けて農振農用地と同じ扱いにするということです。

だから、これが税の公平性どうこうの問題ではなくて、市街化区域内も市街化区域以外も

同じような扱いにする、農業を営むに当たっては、ということで理解していただいたらい

いと思います。 

 

○後藤座長 理解してないわけではなくて、今、言ったことも含めて、農用地にするとい

うことは、ほとんど自宅地の一部についても転用ができないとか、それ以外に利用できな

いというかなりきつい規制がかかってくるというようなこともあるので、それで本当にい

いのかどうかということを含んでいると思いますけれども。 

 

○𡌛島委員 それはすべてを入れるのかどうか、それは所有者の判断でしょう。宅地で残

す人もあれば、農業施設として入れるか、それを何も頭からすべてそうだと決める必要は

ないと思います。 
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○後藤座長 言われていることは分かるんですけれども、でもそういうことを含めて、相

当議論しなければいけない内容を含んでいるということなんです。繰り返しになりますけ

れども、そういうものを保全していくということが非常に大事だということは、かなり共

通の認識としてある。それでそれを残すために「緑農地制度」というのが提起されている

ということも書かれている。ただそれを具体化するためには、税の問題、転用規制の問題

ということも含めて、相当検討すべきものがあるということも事実なので、その部分もき

ちんと書く形で、この中に入れるということでよろしいかと思いますけれども。 

 大分、今のことで時間をとってしまいましたが、最後の３のところについて、ほかには

ございますか。 

 

○加藤（篤）委員 最後の19ページのところで書いてないんですけれども、やはり基本計画

で食料自給率の向上ということは農地の確保ということにもつながりますので、物納した

農地を貸し付けるような、そういう制度というのもやはり考えの中に入れておかなければ

いけないのではないかと思っています。ですから、確かに難しいとかという議論も分かっ

ておりますけれども、そういう言葉を入れておいていただければと思っておりますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

 それから、先ほど緑農地という話もありましたけれども、そういう細かい制度を是非具

体的に検討するような場を設けていただいて、しっかり話し合っていくというのも大事だ

と思いますので、よく検討していただければと思っております。よろしくお願いいたしま

す。 

 

○矢野委員 細かな点を２点、３番全体を通して。ちょっと細かい点はまず15ページの一

番下のところですけれども、これらの土地に係る相続税、農地売却の圧力となっている。

この農地売却の圧力となっているという書きぶりが、ちょっと分かりづらいので、もう少

し分かりやすく書いていただければと思います。それが１つです。 

 もう１つは、18ページの３つ目の○です。まちづくりを推進していく上で、既存制度が

なかなか活用されていなくて、広報等の取組が必要とは書いてあるんですけれども、これ

はちょっと書きぶりが弱くて、農地所有者や農業関係者が熟知してないということで、広

報と書いてあるんですけれども、単なる行政が広報をすればいいわけではなくて、やはり

ここは行政と協力しながら例えばＪＡとか、地域に直接関わる人たちがそこの媒介者とな

って、一緒にそういうことをもっと熟知したり、活用する取組を一緒にやっていくことが

重要かなと思って、ちょっと膨らませていただければと思います。 

 それから、３番全体を通してですが、２番のところでは結構何々すべきと具体的に書い

てあったんですが、３番になった途端にトーンが弱くなって、検討が非常に増えているん
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です。ちょっときついことを言えば、企業で「検討します」ということは「検討しません」

ということになると聞いたりしたことがあるので、行政側が検討を使うときもちょっと私

たちは少々不信感をもって、「あ、やらないんだな」とか思ってしまうのですけれども、

むしろ検討するのをどう具体化していくのか、今回は中間まとめですけれども、むしろ最

後のところにどういうふうに具体化していくのか。こういう計画を持っていくとか、どの

程度の見通しでもって、この検討が実現していくのか。そういったことをもう少し明記し

ていただかないと、本当に光が見えていくのかどうかがままならない状況ですので、ここ

はもう少し計画とか最終的には工程も必要かと思いますけれども、具体化していくための

手立てをもう少し明記していただければと思います。以上です。 

 

○小林委員 今の矢野委員の話を先に持っていくと、こういうことになるんだろうと思い

ます。市街化区域内、いわゆる都市農業、市街化区域内農業、これはどちらかと言えば、

国土交通省のグランドになるわけであります。やはり都市計画とそれから農業の基本法、

あるいは農地法、それをうまくリンクしていかないと、都市農業法の振興策というのは実

行あるものになかなかならないだろうと思います。幸いにも、今、国土交通省で検討を進

められております都市計画制度小委員会の中でもやはり農地、都市農業を持続的に残して

いくことの必要性、あるいは環境の面、あるいは生産の面、いろいろな面からやはりメリ

ハリのある検討をしていく必要がある。最終的には農政、それから都市政策、双方から一

体的に総合的な検討をしていかなければならないということをはっきり小委員会の中で言

われておりますので、やはりこれは共管というようなことを念頭において、せっかくこの

まとめた制度を実のあるものにするには、そういうところまで踏み込んでいかないとなか

なか実効が上げらないと思います。 

 先ほど、加藤（篤）委員の方からも話がありましたけれども、具体的な制度とか施策と

いうものを検討するのもやはり国土交通省と農林水産省が一緒になったプロジェクトとか、

そういうものを作ってもらって、そこで本格的に検討していただかなければいけないので

はないかと思うんです。これはこの検討会の実を上げるためにも、是非こういうことをひ

とつ念頭に置いて検討していただきたいと思います。以上です。 

 

○後藤座長 ほかにございますか。 

 

○沼尾委員 今のお話とも関わるんですけれども、省庁間の連携ということも大事なんで

すが、これから予算要求に入られるということもあって、既に農林水産省さんの方でも自

治体や現場にもヒアリングなり行かれているとは思うんですけれども、こうした宅地と農

地が共生するまちづくりの具体化ということを考える上で、既に進めていること、あるい
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はこれから進める予定があるところ、そこの現場の情報をきちんととるとか、どういった

制度上の改正が望まれるのかといったところの調査をしたり、そういうところから意見を

きっちり吸い上げるような体制というものを作っていただきたいと思います。 

 

○後藤座長 ほかにございますか。 

 今日、いろいろな意見が出て、これらを全て入れてまとめるというのは相当大変なこと

かもしれないと思います。委員の皆様の考えている方向は大きくは共通していると思いま

すけれども、これまでいろいろ苦労されてきた農業者の方々は当然のことですが、この機

に全ての問題を解決したいと考えられるでしょうし、研究者も先端的な動きを追って、そ

れを全体に広げていきたいという意向が強いですから、そういう立場で見たときと、もう

少し全体の状況を見たとき、そこまで書けるかというような問題があるかと思います。あ

るいは農林水産省だけでなく、国土交通省やさらには財務省に関わる問題も多いので、検

討と書かざるを得ないという部分も少なからずあるかと思います。そういう点で、今日は

いろいろなご意見が出されましたので、ちょっと大変かとは思いますけれども、まとめて

いただいて、それをもとにして次回議論していただきたいと思います。 

 ５分ほど伸びましたけれども、これで終わりにさせていただきたいと思います。 

 

○田中都市農村交流課長 長時間にわたりましてご議論いただきましてありがとうござい

ました。本日の審議につきましては、いつものように議事録としてまとめてホームページ

に公開することとし、事前にご確認をいただく予定でございますので、よろしくお願いい

たします。 

 次回の開催でございますけれども、７月26日木曜日午前10時から本会議室で予定してお

ります。よろしくお願いいたします。 

 ファイルでございますけれども、そのままにしておいていただければありがたいと思い

ます。 

 以上をもちまして、閉会とさせていただきます。 

本日は、どうもありがとうございました。 

午後１２時０５分 閉会 

 

 

 

 


